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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

中間会計期間
第14期

中間会計期間
第13期

会計期間
自2024年９月１日
至2025年２月28日

自2025年９月１日
至2026年２月28日

自2024年９月１日
至2025年８月31日

売上高 （千円） 1,807,951 2,351,178 3,585,409

経常利益 （千円） 292,253 389,600 451,978

中間（当期）純利益 （千円） 244,294 336,233 448,268

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 844,506 925,812 895,936

発行済株式総数 （株） 9,405,600 9,936,257 9,764,800

純資産額 （千円） 4,166,173 4,888,492 4,471,736

総資産額 （千円） 4,716,563 5,553,255 5,318,174

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 26.15 33.94 47.17

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 23.62 32.24 43.20

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 88.3 88.0 84.0

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 767,362 △51,306 1,621,241

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △9,090 △332,686 △28,412

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 23,448 47,089 124,278

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 3,650,630 4,249,115 4,586,017

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

３．１株当たり配当額については、配当を実施していないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社にお

ける異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態の状況

（資産）

　当中間会計期間末の資産合計は、5,553,255千円となり、前事業年度末に比べ235,080千円増加いたしました。こ

れは主に現金及び預金が336,902千円減少した一方で、売上高増加に伴い売掛金及び契約資産が104,703千円増加し

たこと、戦略的アライアンスの推進および体制強化を目的とした出資に伴い投資有価証券が355,684千円増加した

こと等によるものであります。

（負債）

　当中間会計期間末の負債合計は、664,763千円となり、前事業年度末に比べ181,674千円減少いたしました。これ

は主に流動負債のその他に含まれる契約負債が132,254千円減少したこと、流動負債のその他に含まれる未払消費

税等が67,726千円減少したこと等によるものであります。

（純資産）

　当中間会計期間末の純資産は、4,888,492千円となり、前事業年度末に比べ416,755千円増加いたしました。これ

は主に新株予約権行使等により資本金及び資本剰余金がそれぞれ29,876千円増加したこと、中間純利益の計上によ

り利益剰余金が336,233千円増加したこと等によるものであります。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ336,902千円減

少し、4,249,115千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により使用した資金は、51,306千円となりました（前年同期は767,362千円の収入）。これは主に税

引前中間純利益389,600千円の計上があった一方で、売上債権の増加額104,703千円、未収入金の増加額79,133千

円、契約負債の減少額132,254千円、その他に含まれる未払消費税等の減少額67,726千円、法人税等の支払額

53,650千円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は、332,686千円となりました（前年同期は9,090千円の支出）。これは有形固定

資産の取得による支出8,179千円や戦略的アライアンスの推進および体制強化を目的とした出資に伴う投資有価

証券の取得による支出324,351千円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により得られた資金は、47,089千円となりました（前年同期23,448千円の収入）。これは主に新株予

約権の行使による株式の発行による収入47,089千円等によるものであります。

 

(3）経営成績の状況

　当社は「ゆたかな世界を、実装する」を企業理念に掲げ、顧客のAI活用を実運用として成立させ、継続的な高度

化を実現するエンタープライズプラットフォーム事業を展開しております。中核であるABEJA Platformは、顧客の

業務及び現場において、データ、意思決定及びオペレーションを一体的に扱い、リアル空間のオペレーションの高

度化を支える実装基盤であります。

　当中間会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に、景気は緩やかな回復の動きがみられま

す。一方で、今後の物価動向、米国の政策動向、中東情勢の影響や金融資本市場の変動等により、先行きは依然と

して不透明な状況が続いております。

　当社の事業環境におきましては、企業の関心は生成AIの導入自体から、業務プロセスや現場での継続運用を通じ

て投資対効果につなげることへと移りつつあります。大規模言語モデル（LLM）等の利活用が拡大する中、AIエー

ジェントの進展に伴い、AIが関与する業務範囲も広がっております。さらに、フィジカルAIへの注目の高まりを受

け、AIの活用領域は産業現場やリアル空間へと拡大しております。加えて、少子高齢化に伴う構造的な人手不足を

背景に、省力化・効率化や現場活用の高度化に対する需要も高まっております。

　このような環境のもと、当社はABEJA Platformを通じて、必要な場面で人が関与する「人とAIの協調」を前提と

した運用設計のもと、顧客のAI活用を実運用として成立させ、継続的な改善を支援してまいりました。

　当中間会計期間においては、LLM関連需要の取り込みに加え、ABEJA Platformを通じた継続運用・利用拡大が進

展し、売上高、営業利益ともに中間会計期間として過去最高となりました。売上総利益率は、戦略的案件や原価側
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のリソース増強の影響により前年同期比で低下したものの、想定の範囲内で推移しております。また、販管費は概

ねコントロールされた水準で推移し、利益成長に寄与いたしました。なお、当第２四半期会計期間の業績は、第１

四半期会計期間比でやや落ち着いて見えるものの、案件進行タイミング等の影響によるものであり、当中間会計期

間全体としては、計画に対して順調に進捗しております。

　また、事業面では、エンタープライズ案件と公的プロジェクトを並行して推進する中で、フィジカルAI等の将来

成長領域に向けた取り組みも進展いたしました。公的プロジェクト及び個別案件の両面で、基盤づくりや実社会で

の検証・評価に取り組んでおります。

　この結果、当中間会計期間の経営成績は、売上高2,351,178千円（前年同期比30.0％増）、営業利益384,605千円

（前年同期比32.6％増）、経常利益389,600千円（前年同期比33.3％増）、中間純利益336,233千円（前年同期比

37.6％増）となりました。

　加えて、株式会社富士山マガジンサービスとは出版領域におけるAI活用に関する協業検討を、株式会社アンリア

レイジとはクリエイティブ領域におけるAI活用に関する協業検討をそれぞれ開始するとともに、両社への出資を実

施いたしました。

 

　当社はエンタープライズプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略してお

ります。

　なお、売上高については、「トランスフォーメーション領域」と「オペレーション領域」に分類しており、2025

年８月期及び2026年８月期中間会計期間の実績は次のとおりとなります。

(単位：千円)

領域の名称

2026年８月期

中間会計期間（実績）

2025年８月期

（実績）

 構成割合  構成割合

トランスフォーメーション領域 1,827,319 77.7％ 2,746,630 76.6％

オペレーション領域 523,859 22.3％ 838,779 23.4％

合計 2,351,178 100.0％ 3,585,409 100.0％

 

　トランスフォーメーション領域は、個別顧客のニーズに対応したABEJA Platformの導入支援とその周辺サービス

を提供しており、仕組みづくり・構築フェーズに位置づけられます。なお、仕組みづくり・構築は段階的に進めて

いくため、多くの収入はフロー型（都度契約）となりますが、一方で長期間にわたる計画的なプロセスとなるた

め、継続顧客の割合は高くなっております。

・エンタープライズ企業の継続顧客からの売上比率（注）88.8％（2025年８月期）

（注）エンタープライズ企業の継続顧客からの売上比率は、既存顧客（前事業年度に売上が発生したエン

タープライズ顧客）の当事業年度の売上高/エンタープライズ顧客の当事業年度の総売上高

 

　オペレーション領域は、個別顧客のニーズに対応したABEJA Platform上で人とAIの協調による運用を行う運用

フェーズに位置づけられます。このため、主な収入はストック型の継続収入となります。

 

(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5）経営方針・経営戦略等

　当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(6）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。
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(7）研究開発活動

　当社は2012年の創業時より、コンピュータサイエンスを専門とする多数の大学教授陣と共同で研究開発を行って

おり、自社開発のABEJA Platformを基盤に、AI導入を推進しております。

　当中間会計期間は主な取り組みとして、経済産業省GENIACの枠組みにおける国立研究開発法人新エネルギー・産

業技術総合開発機構（NEDO）プロジェクトとして、「ロングコンテキスト対応基盤モデルとAIエージェント構築に

関する研究開発」（2025年７月 採択、2026年２月完了）を推進しました。加えて、小型LLMのさらなる高精度化や

フィジカルAIへの適用等にも継続的に取り組んでおります。これらの取り組みにより当中間会計期間の研究開発費

の総額は58,697千円となりました。

　また、研究開発は当社の技術的優位の源泉であることから、中長期の競争力確保に向けて重点領域を定め、継続

して推進していきます。

　なお、当中間会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(8）経営成績に重要な影響を与える要因

　当中間会計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因はありません。

 

(9）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当中間会計期間において、資本の財源及び資金の流動性についての分析に重要な変更はありません。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,845,600

計 30,845,600

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（2026年４月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,936,257 9,936,257
東京証券取引所

グロース市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。

なお、単元株式数は

100株であります。

計 9,936,257 9,936,257 － －

（注）提出日現在発行数には、2026年４月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は、含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2026年１月14日

（注）１
4,257 9,769,057 5,702 901,638 5,702 801,638

2025年９月１日～

2026年２月28日

（注）２

167,200 9,936,257 24,173 925,812 24,173 825,812

（注）１．譲渡制限付株式報酬としての新株発行

発行価格　　　2,679円

資本組入額　1,339.5円

割当先　当社の取締役　　4名　3,524株

　　　　当社の執行役員　2名　　733株

（注）２．新株予約権の行使による増加であります。
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（５）【大株主の状況】

  2026年２月28日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

ＳＯＭＰＯ　Ｌｉｇｈｔ　Ｖｏｒｔ

ｅｘ株式会社
東京都新宿区西新宿１丁目２６－１ 1,693,500 17.04

岡田　陽介 栃木県那須塩原市 1,379,593 13.88

ヒューリック株式会社 東京都中央区日本橋大伝馬町７－３ 432,945 4.36

株式会社インスパイア・インベスト

メント
東京都港区南青山５丁目３－１０ 280,400 2.82

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イ

ンターシティＡＩＲ
264,400 2.66

外木　直樹 東京都港区 247,483 2.49

楽天証券株式会社共有口 東京都港区南青山２丁目６番２１号 196,700 1.98

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 184,405 1.86

ＮＯＲＴＨＥＲＮ　ＴＲＵＳＴ　Ｃ

Ｏ．（ＡＶＦＣ）　ＲＥ　ＮＯＮ　

ＴＲＥＡＴＹ　ＣＬＩＥＮＴＳ　Ａ

ＣＣＯＵＮＴ

（常任代理人　香港上海銀行）

５０　ＢＡＮＫ　ＳＴＲＥＥＴ　ＣＡＮ

ＡＲＹ　ＷＨＡＲＦ　ＬＯＮＤＯＮ　Ｅ

１４　５ＮＴ，　ＵＫ

（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）

144,800 1.46

小間　基裕 千葉県印西市 142,965 1.44

計 － 4,967,191 49.99

（注）上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数は、全て信託業務に係るものです。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,919,100 99,191

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。

なお、単元株式数は100

株であります。

単元未満株式 普通株式 17,057 － －

発行済株式総数  9,936,257 － －

総株主の議決権  － 99,191 －

 

②【自己株式等】

    2026年２月28日現在

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ＡＢＥＪＡ
東京都港区三田一

丁目１番14号
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2025年９月１日から2026年２月28日

まで）に係る中間財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（2025年８月31日）
当中間会計期間
（2026年２月28日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,586,017 4,249,115

売掛金及び契約資産 463,070 567,773

仕掛品 12,992 12,173

貯蔵品 2,404 1,580

未収入金 1,104 80,237

その他 39,694 82,709

貸倒引当金 △738 △738

流動資産合計 5,104,545 4,992,851

固定資産   

有形固定資産   

工具、器具及び備品 30,216 38,395

減価償却累計額 △13,344 △18,561

工具、器具及び備品（純額） 16,871 19,833

有形固定資産合計 16,871 19,833

無形固定資産   

ソフトウエア 14,490 12,495

無形固定資産合計 14,490 12,495

投資その他の資産   

投資有価証券 － 355,684

繰延税金資産 162,782 152,906

その他 19,484 19,484

投資その他の資産合計 182,266 528,075

固定資産合計 213,629 560,404

資産合計 5,318,174 5,553,255

負債の部   

流動負債   

買掛金 498 495

未払金 159,807 219,154

未払法人税等 74,069 74,485

賞与引当金 157,661 157,213

役員賞与引当金 51,479 12,866

その他 402,921 200,547

流動負債合計 846,438 664,763

負債合計 846,438 664,763

純資産の部   

株主資本   

資本金 895,936 925,812

資本剰余金 2,679,513 2,709,390

利益剰余金 894,213 1,230,447

自己株式 △272 △272

株主資本合計 4,469,391 4,865,377

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 － 21,457

評価・換算差額等合計 － 21,457

新株予約権 2,344 1,657

純資産合計 4,471,736 4,888,492

負債純資産合計 5,318,174 5,553,255
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（２）【中間損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

（自　2024年９月１日
至　2025年２月28日）

当中間会計期間
（自　2025年９月１日
至　2026年２月28日）

売上高 1,807,951 2,351,178

売上原価 687,058 992,802

売上総利益 1,120,892 1,358,376

販売費及び一般管理費 ※ 830,916 ※ 973,770

営業利益 289,976 384,605

営業外収益   

受取利息 1,439 4,665

受取手数料 1,063 638

その他 847 860

営業外収益合計 3,350 6,163

営業外費用   

支払利息 － 232

為替差損 590 366

株式交付費 368 570

その他 114 0

営業外費用合計 1,073 1,168

経常利益 292,253 389,600

税引前中間純利益 292,253 389,600

法人税等 47,959 53,366

中間純利益 244,294 336,233
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（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間会計期間

（自　2024年９月１日
至　2025年２月28日）

当中間会計期間
（自　2025年９月１日
至　2026年２月28日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 292,253 389,600

減価償却費 5,334 7,212

株式報酬費用 － 950

賞与引当金の増減額（△は減少） 51,039 △447

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 20,256 △38,612

受取利息 △1,439 △4,665

支払利息 － 232

株式交付費 368 570

売上債権の増減額（△は増加） △348,724 △104,703

仕掛品の増減額（△は増加） △7,616 819

貯蔵品の増減額（△は増加） △819 824

未収入金の増減額（△は増加） 631,751 △79,133

仕入債務の増減額（△は減少） 19 △3

未払金の増減額（△は減少） 56,723 59,347

契約負債の増減額（△は減少） △21,368 △132,254

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減

少）
4,784 1,414

その他 72,061 △103,239

小計 754,624 △2,088

利息の受取額 1,439 4,665

利息の支払額 － △232

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 11,299 △53,650

営業活動によるキャッシュ・フロー 767,362 △51,306

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △9,090 △8,179

投資有価証券の取得による支出 － △324,351

その他 － △155

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,090 △332,686

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 － 150,000

短期借入金の返済による支出 － △150,000

自己株式の取得による支出 △149 －

新株予約権の行使による株式の発行による収入 23,598 47,089

財務活動によるキャッシュ・フロー 23,448 47,089

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 781,720 △336,902

現金及び現金同等物の期首残高 2,868,910 4,586,017

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 3,650,630 ※ 4,249,115
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【注記事項】

（中間財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（中間貸借対照表関係）

　当座貸越契約

　　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

（2025年８月31日）
当中間会計期間
（2026年２月28日）

当座貸越限度額の総額 －千円 450,000千円

借入実行残高 － －

差引額 － 450,000

 

（中間損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前中間会計期間

（自　2024年９月１日
至　2025年２月28日）

当中間会計期間
（自　2025年９月１日
至　2026年２月28日）

給与及び手当 278,228千円 297,529千円

賞与引当金繰入額 121,263 93,023

役員賞与引当金繰入額 20,256 12,866

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

 
前中間会計期間

（自　2024年９月１日
至　2025年２月28日）

当中間会計期間
（自　2025年９月１日
至　2026年２月28日）

現金及び預金勘定 3,650,630千円 4,249,115千円

現金及び現金同等物 3,650,630 4,249,115
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間会計期間(自 2024年９月１日 至 2025年２月28日)

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間会計期間(自 2025年９月１日 至 2026年２月28日)

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　2024年９月１日　至　2025年２月28日）

　　当社は、エンタープライズプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

 

Ⅱ　当中間会計期間（自　2025年９月１日　至　2026年２月28日）

　　当社は、エンタープライズプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

　　当中間会計期間に係るセグメント情報については、フィジカルAIを含む取り組みの進展等を踏まえ、デ

ジタル領域に限定されない当社の提供価値をより適切に表すため、従来「デジタルプラットフォーム事

業」としていた報告セグメントの名称を「エンタープライズプラットフォーム事業」に変更しておりま

す。当該変更は名称変更のみであり、セグメント情報に与える影響はありません。なお、前中間会計期間

のセグメント情報についても、変更後の名称で記載しております。
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（収益認識関係）

　当社はエンタープライズプラットフォーム事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分解

した情報は以下のとおりです。

 

　前中間会計期間（自　2024年９月１日　至　2025年２月28日）

（単位：千円）

 エンタープライズプラットフォーム事業

トランスフォーメーション領域 1,420,407

オペレーション領域 387,543

顧客との契約から生じる収益 1,807,951

その他の収益 －

外部顧客への売上高 1,807,951

（注）当社の営むエンタープライズプラットフォーム事業は、顧客のAI活用を実運用として成立させ、継続的

な高度化を実現する事業であり、基盤システムであるABEJA Platformの開発・導入・運用を行っており

ます。主たる領域として以下のとおり分類できます。

 収益構造 提供サービス

トランスフォーメーション領域 フロー型（都度契約）

個別顧客のニーズに対応した

ABEJA Platformの導入支援とそ

の周 辺サービスを提供してお

り、 仕組みづくり・構築

フェーズ に位置づけられま

す。

オペレーション領域 ストック型（継続収入）

個別顧客のニーズに対応した

ABEJA Platform上で人とAIの

協調による運用を行う運用

フェーズに位置づけられます。
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　当中間会計期間（自　2025年９月１日　至　2026年２月28日）

（単位：千円）

 エンタープライズプラットフォーム事業

トランスフォーメーション領域 1,827,319

オペレーション領域 523,859

顧客との契約から生じる収益 2,351,178

その他の収益 －

外部顧客への売上高 2,351,178

（注）１．当社の営むエンタープライズプラットフォーム事業は、顧客のAI活用を実運用として成立させ、継

続的な高度化を実現する事業であり、基盤システムであるABEJA Platformの開発・導入・運用を

行っております。主たる領域として以下のとおり分類できます。

 収益構造 提供サービス

トランスフォーメーション領域 フロー型（都度契約）

個別顧客のニーズに対応した

ABEJA Platformの導入支援とそ

の周 辺サービスを提供してお

り、 仕組みづくり・構築

フェーズ に位置づけられま

す。

オペレーション領域 ストック型（継続収入）

個別顧客のニーズに対応した

ABEJA Platform上で人とAIの

協調による運用を行う運用

フェーズに位置づけられます。

（注）２．当中間会計期間に係る収益の分解情報については、報告セグメント名称の変更等を踏まえ、収益の

分解情報に付した事業名称及び説明内容を変更しております。当該変更は名称のみの変更であり、

収益認識の方法、収益の分解区分及び金額に与える影響はありません。なお、前中間会計期間の顧

客との契約から生じる収益を分解した情報についても、変更後の名称及び記載内容に基づいて記載

しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

 
前中間会計期間

（自　2024年９月１日
至　2025年２月28日）

当中間会計期間
（自　2025年９月１日
至　2026年２月28日）

（１）１株当たり中間純利益 26円15銭 33円94銭

（算定上の基礎）   

中間純利益（千円） 244,294 336,233

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間純利益（千円） 244,294 336,233

普通株式の期中平均株式数（株） 9,340,808 9,906,220

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 23円62銭 32円24銭

（算定上の基礎）   

中間純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 1,000,942 521,427

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益の算定に含めなかった

潜在株式で、前事業年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

２０２６年４月１４日

株 式 会 社 Ａ Ｂ Ｅ Ｊ Ａ

取 締 役 会 　御 中

 

ＥＹ新日本有限責任監査法人

東　京　事　務　所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 石　田　大　輔

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 野　口　正　邦

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＡＢ

ＥＪＡの２０２５年９月１日から２０２６年８月３１日までの第１４期事業年度の中間会計期間（２０２５年９月１日か

ら２０２６年２月２８日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、株式会社ＡＢＥＪＡの２０２６年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において

認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定

を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人

は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入

手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していない

と信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを

評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 
（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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